
2026/05/27 17:08:47 / 25303649_株式会社ゲオホールディングス_招集通知

表紙

上記の事項は、法令及び当社定款第15条の規定にもとづき、書面交付請求を
いただいた株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）への
記載を省略しております。

株式会社ゲオホールディングス

第38期定時株主総会の招集に際しての

電子提供措置事項

連結株主資本等変動計算書

連結計算書類の連結注記表

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

計 算 書 類 の 個 別 注 記 表

（2025年４月１日から2026年３月31日まで）
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連結株主資本等変動計算書

( 2025年４月１日から
2026年３月31日まで )

株      主      資      本 その他の包括利益累計額

新株予約権
非 支 配
株 主 持 分

純資産合計
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

株主資本
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

為替換算
調整勘定

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 期 首 残 高 9,263 3,676 77,527 △0 90,467 9 △232 △223 160 65 90,469

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行
(新株予約権の行使)

53 53 107 107

剰余金の配当 △1,351 △1,351 △1,351

親会社株主に帰属
する当期純利益

8,738 8,738 8,738

自己株式の取得 △0 △0 △0

株主資本以外の項目
の当連結会計年度変
動 額 ( 純 額 )

43 240 284 △112 56 227

当期変動額合計 53 53 7,386 △0 7,493 43 240 284 △112 56 7,720

当 期 末 残 高 9,317 3,729 84,913 △0 97,961 52 7 60 47 121 98,190

連結株主資本等変動計算書

                                                                                      （単位：百万円）

－ 1 －
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連結注記表

連結子会社の数 33社

持分法を適用した関連会社の数 １社

連結注記表

Ⅰ.連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
1.　連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

主要な連結子会社の名称

　株式会社ゲオ、株式会社セカンドストリート

　新規設立や取得等に伴い4社増加しております。また、２社が吸収合併により減少して

おります。

(2）主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社の名称

　Ookura USA Inc.

連結の範囲から除いた理由

　非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に

見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響

を及ぼしていないためであります。

2.　持分法の適用に関する事項

 (1）持分法を適用した関連会社の数及び主要な会社等の名称

会社等の名称

　WORLD WATCH AUCTION LIMITED

　１社が解散等により減少しております。

(2）持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の名称等

主要な会社等の名称

Ookura USA Inc.

持分法を適用していない理由

　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類

に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないためであります。

3.　連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

－ 2 －
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連結注記表

建物及び構築物 ２年～60年

4.　会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券…償却原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの……時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等…………………移動平均法による原価法

②　デリバティブの評価基準及び評価方法

デリバティブ…時価法

③　棚卸資産の評価基準及び評価方法

リユース事業の商品…個品管理商品については個別法による原価法（貸借対照表価額

については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定)、その他の商品については主として月次総平均法による原

価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定)

書籍…売価還元法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定)

その他の商品…主として月次総平均法による原価法(貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)

(2）固定資産の減価償却の方法

　①　有形固定資産（リース資産及び使用権資産を除く）

　定率法を採用しております。

　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年

４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しており

ます。

　なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

②　無形固定資産（リース資産を除く）

自社利用のソフトウエア

　自社における見込利用可能期間（１年～５年）に基づく定額法を採用しておりま

す。

上記以外の無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準を採用しており

ます。

③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

④　使用権資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

－ 3 －
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連結注記表

(3）引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

②　賞与引当金

　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべ

き額を計上しております。

(4）重要な収益及び費用の計上基準
　当社及び連結子会社において、顧客との契約から生じる収益として主に商品の販売（物
品売上・その他）、また、リース会計基準に基づく収益としてリース売上（レンタル売
上）を計上しております。
　このうち、顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内
容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下の通りで
あります。

・商品の販売
　当社グループでは、主にリユース商材・新品商材の販売（物販売上）及びデジタル
コンテンツの販売等（その他）を行っております。このような商品の販売について
は、顧客に商品を引き渡した時点で顧客が当該商品に対する支配を獲得していること
から、履行義務が充足されると判断し、引き渡した時点で収益を認識しております。
　なお、上記のうち、当社及び連結子会社が代理人に該当すると判断したものについ
ては、他の当事者が提供する商品と交換に受取る額から当該他の当事者に支払う額を
控除した純額を収益として認識しております。
　取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は
含まれておりません。

(5）重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利スワップについては、特例処理の
要件を満たしている場合には、特例処理を行っております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段……………金利スワップ
ヘッジ対象……………借入金

③　ヘッジ方針
　主に当社の内規で定める管理規程に基づき金利変動リスクをヘッジしております。

④　ヘッジ有効性評価の方法
　ヘッジ手段及びヘッジ対象については、個別取引ごとヘッジ効果を検証しておりま
す。
　ただし、金利スワップで特例処理の要件を満たしているものは、有効性の評価を省
略しております。

(6）のれんの償却方法及び償却期間
　のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っております。ただし、金額
が僅少なものについては発生時に一括償却しております。
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連結注記表

金額（百万円）

有形固定資産 64,498

無形固定資産 5,447

減損損失 4,277

Ⅱ.会計上の見積りに関する注記
1.　固定資産の減損

(1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

(2）その他の情報

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

　当社グループは、保有する固定資産のグルーピングを店舗設備については店舗単位

とし、賃貸用資産に関しては、各物件毎としています。映像コンテンツに関しては、

各連結会社毎としております。

　営業活動による損益が継続してマイナスとなる店舗、及び閉店、売却する事が決定

した店舗については帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を特別損失の減

損損失に計上しております。

　賃貸損益が継続してマイナスとなる賃貸用資産、及び閉店、売却する事が決定した

賃貸用資産については当該資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失として特別損失に計上しております。

②　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

　当該有形固定資産の回収可能価額は使用価値と正味売却価額とのいずれか高い価額

により測定しており、使用価値は、将来計画に基づく将来キャッシュ・フローを割り

引いて算定し、正味売却価額は、公示価格等に基づいて算定しております。

③　翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

　今後、店舗等の収益性の悪化や保有資産の市場価格の著しい下落等により、減損処

理がさらに必要になった場合、当社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能

性があります。

－ 5 －
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連結注記表

金額（百万円）

繰延税金資産 4,865

繰延税金負債 235

金額（百万円）

商品 77,062

棚卸資産評価損

（△は戻入額）
△477

2.　繰延税金資産の回収可能性

(1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

(2）その他の情報

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

　当社グループは繰延税金資産及び繰延税金負債を計上するにあたり、資産及び負債

の会計上の帳簿価額と税務上の金額の一時差異に基づいて算定しております。繰延税

金資産は、将来減算一時差異が将来の税金負担額を軽減することができると認められ

る範囲で計上し、繰延税金負債は原則としてすべての将来加算一時差異について計上

しております。

　繰延税金資産及び繰延税金負債の算定は、決算日までに制定又は実質的に制定され

ている税法及び税率に従い、一時差異が回収又は支払が行われると見込まれる期の税

率に基づいて行っております。

②　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

　当該繰延税金資産の回収可能性については、経営者によって承認された将来の事業

計画、過去の課税所得の発生状況、タックス・プランニング等により評価を行ってお

ります。

③　翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

　今後、経済環境の予期しない変化や税法の改正等により、繰延税金資産の回収可能

価額に変動が生じ、損益に影響を与える可能性があります。

3.　棚卸資産の評価損

(1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

(注)　売上原価には棚卸資産評価損が含まれております。金額は評価損戻入益と評価損

を相殺した後の金額であります。

(2）その他の情報

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法及び算出に用いた主要な仮

定

　当社グループは、棚卸資産評価損を計上するにあたり、正味売却価額が取得原価を

下回っている場合に棚卸資産評価損を計上しております。また、営業循環過程から外

れた滞留又は処分見込等の棚卸資産については、規則的に簿価を切り下げる方法によ

っております。なお、滞留の判定においては、過去の実績等に基づき、仕入から販売

までに要する一定期間に保有する棚卸資産を営業循環過程にあるものと仮定しており

ます。
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連結注記表

1. 有形固定資産の減価償却累計額 102,045百万円

場所 用途 種類 減損損失（百万円）

2519 Broadway, New 

York, NY 10025他376件
店舗 建物及び構築物等 4,269

東京都千代田区神田練塀

町300番地他
その他 無形固定資産等 8

合計 4,277

②　翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

　今後、セカンドストリート事業・ゲオ事業等をとりまく環境の悪化や、保有資産の

市場価格の著しい下落等により、簿価切下げ処理がさらに必要になった場合、当社グ

ループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

Ⅲ.連結貸借対照表に関する注記

2. 契約負債については、「流動負債」の「その他」に含まれております。契約負債の金額は、
「Ⅷ.収益認識に関する注記　3.当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解
するための情報」に記載しております。

Ⅳ.連結損益計算書に関する注記
1. 顧客との契約から生じる収益

　売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しており

ません。顧客との契約から生じる収益の金額は、「Ⅷ.収益認識に関する注記　1.顧客との契約

から生じる収益を分解した情報」に記載しております。

2. 減損損失

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上いたし

ました。

　資産のグルーピングは、主として店舗単位とし、賃貸用資産に関しては、各物件毎にグルーピ

ングしております。映像コンテンツに関しては、各連結会社毎にグルーピングしております。

　営業活動による損益が継続してマイナスとなる店舗、及び閉店、売却する事が決定した店舗に

ついては帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（4,269百万円）として特別

損失に計上いたしました。その内訳は、建物及び構築物2,806百万円、その他1,463百万円であり

ます。

　なお、当該有形固定資産の回収可能価額は使用価値と正味売却価額とのいずれか高い価額によ

り測定しており、使用価値は、将来キャッシュ・フローを8.84％で割り引いて算定し、正味売却

価額は、公示価格等に基づいて算定しております。
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連結注記表

①2025年６月26日開催の第37期定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 675百万円

・１株当たり配当金額 17円

・基準日 2025年３月31日

・効力発生日 2025年６月27日

②2025年11月７日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 676百万円

・１株当たり配当金額 17円

・基準日 2025年９月30日

・効力発生日 2025年12月10日

2026年６月26日開催の第38期定時株主総会において次のとおり付議いたします。

・配当金の総額 676百万円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たり配当金額 17円

・基準日 2026年３月31日

・効力発生日 2026年６月29日

Ⅴ.連結株主資本等変動計算書に関する注記
1. 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式　39,783,552株

2. 剰余金の配当に関する事項

(1）配当金支払額等

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの

3. 当連結会計年度末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除

く）の目的となる株式の種類及び数

　 普通株式　70,000株

－ 8 －
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Ⅵ.金融商品に関する注記
1. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入や社債発行）を

調達しております。また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は顧客、敷金及び保証金は差入先の信用リスクに晒されておりま

す。

営業債務である買掛金は、そのほとんどが数ヶ月以内の支払期日であります。

社債、借入金及びリース債務は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであ

り、償還日は最長で決算日後20年１ヶ月後であります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、営業債権及び敷金及び保証金について、各事業部門における営業管理部署が

主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理す

るとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

連結子会社においても、同様の管理を行っております。

② 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新すると

ともに、手許流動性の維持等により流動性リスクを管理しております。なお、連結子会

社においても、同様の管理を行っております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を

採用することにより、当該価額が変動することがあります。

－ 9 －
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連結貸借対照表

計上額

（百万円）

時価

（百万円）

差額

（百万円）

　　敷金及び保証金 21,177

貸倒引当金 ※ △1

21,176 16,719 △4,457

　資産計 21,176 16,719 △4,457

(1）社債

社債 12,175

社債合計 12,175 11,162 △1,012

(2）長期借入金

１年内返済予定の長期借入金 13,421

長期借入金 93,053

長期借入金合計 106,475 103,892 △2,583

(3）リース債務

リース債務（流動負債） 2,613

リース債務（固定負債） 26,613

リース債務合計 29,226 27,755 △1,470

　負債計 147,876 142,810 △5,065

2. 金融商品の時価等に関する事項

2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の
とおりであります。「現金及び預金」、「売掛金」、「買掛金」及び「未払法人税等」につ
いては、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであ
ることから、記載を省略しております。

※ 敷金及び保証金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

3. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下

の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形

成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格に
より算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット
以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイ
ンプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベル
に時価を分類しております。

－ 10 －
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時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

敷金及び保証金 - 16,719 - 16,719

　資産計 - 16,719 - 16,719

社債 - 11,162 - 11,162

長期借入金 - 103,892 - 103,892

リース債務 - 27,755 - 27,755

　負債計 - 142,810 - 142,810

(1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
　　該当事項はありません。

(2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

敷金及び保証金
これらの時価は、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信用リスク区分ごとに、その

将来キャッシュ・フローと国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率
を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。また、
貸倒懸念債権の時価は、同様の割引率による見積キャッシュ・フローの割引現在価値、又
は、担保及び保証による回収見込額等を基に割引現在価値法により算定しており、時価に
対して観察できないインプットによる影響額が重要な場合はレベル３の時価、そうでない
場合はレベル２の時価に分類しております。

社債、長期借入金及びリース債務
これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利

率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

－ 11 －
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連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
当連結会計年度末の時価

（百万円）当連結会計年度期首残高
（百万円）

当連結会計年度増減額
（百万円）

当連結会計年度末残高
（百万円）

5,521 △27 5,494 10,137

Ⅶ.賃貸等不動産に関する注記
1. 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社及び一部の連結子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビルや賃

貸用の商業施設（土地を含む）を所有しております。2026年３月期における当該賃貸等不動産

に関する賃貸損益は804百万円（賃貸収益1,150百万円は営業外収益に、主な賃貸費用346百万

円は営業外費用に計上）であります。

2. 賃貸等不動産の時価に関する事項

(注)　1.　連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した

金額であります。

2.　当連結会計年度の主な増加額は、賃貸不動産増加による増加額が95百万円、主な減少額

は、減価償却による減少額が108百万円であります。

3.　当連結会計年度末の時価は、主な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定

評価等に基づく金額、その他の物件については一定の評価額や適切に市場価格を反映して

いると考えられる指標に基づいて自社で算定した金額であります。

－ 12 －



2026/05/27 17:08:47 / 25303649_株式会社ゲオホールディングス_招集通知

連結注記表

（百万円）

顧客との契約から認識した収益

　物販売上 422,426

　その他 33,692

　計 456,118

その他の源泉から認識した収益

　リース売上（レンタル売上） 25,131

　計 25,131

合計 481,249

（百万円）

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 15,930

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 18,792

契約負債（期首残高） 1,336

契約負債（期末残高） 1,806

1. １株当たり純資産額 2,463円88銭

2. １株当たり当期純利益 219円77銭

Ⅷ.収益認識に関する注記
1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　　顧客との契約及びその他の源泉から認識した収益は、次のとおりであります。

2. 収益を理解するための基礎となる情報

「Ⅰ.連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等　４．会計方針に

関する事項　(4）重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

3. 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

　契約負債は主に、商品故障時の修理代や代替品への交換といった保証（延長保証）や当社

グループが付与したポイントのうち期末時点において履行義務を充足していない残高であ

り、連結貸借対照表上、「流動負債」の「その他」に含まれております。

　顧客との契約から生じた債権及び契約負債は以下のとおりであります。

　当連結会計年度に認識された収益のうち、期首現在の契約負債の残高に含まれていた金額

に重要性はありません。なお、当連結会計年度において、過去の期間に充足した履行義務

から認識した収益の額には重要性はありません。

Ⅸ.１株当たり情報に関する注記

－ 13 －
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取得の対価 現金 1,086百万円

取得原価 1,086百万円

Ⅹ.重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

Ⅺ.企業結合に関する注記
取得による企業結合

1. 企業結合の概要

(1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　　株式会社セカイズ

事業の内容　　　　　法人向け家具・家電製品のリユース品及び新品販売事業

(2）企業結合を行った主な理由

家具・家電製品のリユース市場は、リユース業各社の事業拡大に加え、物価高の影響や

一次流通事業者のリユース参入が続いていることを背景に、成長を続けております。株式

会社セカイズは、中古の家具・家電製品をメンテナンスし、新品に近い状態で再提供する

「リユース・サプライ・システム」を強みとする企業です。

当社は、本株式取得により、家具・家電製品の調達から販売までのシナジー創出を通じ

て、当社グループにおけるリユース事業のさらなる拡大を図ることを目的としておりま

す。

(3）企業結合日

2025年11月28日(株式取得日)

2025年12月31日(みなし取得日)

(4）企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

(5）結合後企業の名称

変更はありません。

(6）取得した議決権比率

100.0％

(7）取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式会社セカイズの株式を取得したことによるものでありま

す。

2. 連結計算書類に含まれている被取得企業の業績の期間

2026年１月１日から2026年３月31日まで

3. 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

4. 主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用等　　　　　８百万円

5. 発生した負ののれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1）負ののれん発生益の金額

1,592百万円

(2）発生原因

企業結合時に受け入れた資産及び引き受けた負債の純額が取得原価を上回ったため、そ

の差額を負ののれん発生益として認識しております。

－ 14 －
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流動資産 3,402百万円

固定資産 3,883百万円

資産合計 7,286百万円

流動負債 2,763百万円

固定負債 1,844百万円

負債合計 4,607百万円

　期首残高 7,682百万円
　有形固定資産の取得に伴う増加額 509百万円
　時の経過による調整額 33百万円
　資産除去債務の履行による減少額 △248百万円
　その他増減額（△は減少） △20百万円
　期末残高 7,956百万円

6. 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

Ⅻ.その他の注記
1. 資産除去債務関係

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの
（1）当該資産除去債務の概要

  当社グループは、店舗及び事務所等について賃貸借契約に基づき原状回復義務を負っ
ており、当該契約における賃貸借期間終了時の原状回復義務に関し資産除去債務を計上
しております。

（2）当該資産除去債務の金額の算定
  使用見込期間を当該契約の期間及び建物の耐用年数に応じて２年～39年と見積もり、
割引率は0.0％～2.4％を使用して資産除去債務の金額を計算しております。

（3）当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減

2. 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 15 －
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株主資本等変動計算書

( 2025年４月１日から
2026年３月31日まで )

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合　　計資本

準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合　計

利益準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金
合　計

別途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 9,263 182 2,689 2,871 235 100 3,151 3,487 △0 15,623

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行
(新株予約権の行使)

53 53 53 107

剰余金の配当 △1,351 △1,351 △1,351

利益準備金の積立 135 △135 - -

当 期 純 利 益 12,368 12,368 12,368

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期
変 動 額 ( 純 額 )

当期変動額合計 53 53 - 53 135 - 10,881 11,016 △0 11,123

当 期 末 残 高 9,317 236 2,689 2,925 370 100 14,033 14,504 △0 26,746

評価・換算差額等

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 9 9 160 15,792

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行
(新株予約権の行使)

107

剰余金の配当 △1,351

利益準備金の積立 -

当 期 純 利 益 12,368

自己株式の取得 △0

株主資本以外の項目の当期
変 動 額 ( 純 額 )

45 45 △112 △67

当期変動額合計 45 45 △112 11,055

当 期 末 残 高 54 54 47 26,848

株主資本等変動計算書

（単位：百万円）
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個別注記表

建物 ２年～60年

個別注記表
Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

1．資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法
満期保有目的の債券…償却原価法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの …………時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 ………………………移動平均法による原価法
（2）デリバティブの評価基準及び評価方法

デリバティブ…時価法
2．固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産（リース資産を除く）
定率法を採用しております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年
４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しており
ます。
　なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
自社利用のソフトウエア
　自社における見込利用可能期間（１年～５年）に基づく定額法を採用しております。
上記以外の無形固定資産
　定額法を採用しております。
　なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準を採用しておりま
す。

（3）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

3．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し
ております。

（2）賞与引当金
　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を
計上しております。

4．収益及び費用の計上基準
　約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受
け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。
　当社の顧客との契約から生じる収益は、主として、当社子会社からの経営管理手数料であ
り、当社子会社に対し指導・助言等を行うことを履行義務として識別しております。当該履
行義務は、時の経過につれて充足されるため、一定の期間にわたる履行義務を充足した時点
で収益を認識しております。
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個別注記表

1．有形固定資産の減価償却累計額 12,649百万円

(1)　短期金銭債権 6,201百万円
(2)　長期金銭債権 480百万円
(3)　短期金銭債務 886百万円
(4)　長期金銭債務 565百万円

(1)  営業取引高
　   営業収益 26,400百万円
     営業費用 271百万円
(2)　営業取引以外の取引高 1,430百万円

5．重要なヘッジ会計の方法
（1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利スワップについては、特例処理の要
件を満たしている場合には、特例処理を行っております。

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象
　ヘッジ手段……………金利スワップ
　ヘッジ対象……………借入金

（3）ヘッジ方針
　主に当社の内規で定める管理規程に基づき金利変動リスクをヘッジしております。

（4）ヘッジ有効性評価の方法
　ヘッジ手段及びヘッジ対象については、個別取引ごとヘッジ効果を検証しておりま
す。
　ただし、金利スワップで特例処理の要件を満たしているものは、有効性の評価を省略
しております。

Ⅱ．貸借対照表に関する注記

2．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

Ⅲ．損益計算書に関する注記
1．営業収益及び営業費用

当社は持株会社であり、「関係会社受取配当金」、「関係会社受取手数料」が主な収益と
なることから「営業収益」として表示し、営業収益に対応する費用として「営業費用」と表
示しております。

2．関係会社との取引高

Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末の自己株式の種類及び数

　普通株式　　　　　81株

－ 18 －
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貸倒引当金 1,775百万円
投資有価証券評価損 4,140 〃
収用換地等による差益 362 〃
減損損失 1,045 〃
資産除去債務 526 〃
みなし配当 418 〃
その他 1,182 〃
繰延税金資産小計 9,452百万円

評価性引当額 △8,881 〃
繰延税金資産合計 571百万円

その他有価証券評価差額金 △14百万円
その他 △730 〃

繰延税金負債合計 △745百万円
繰延税金資産（負債）の純額（△は負債） △174百万円

Ⅴ．税効果会計に関する注記
　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

繰延税金負債

Ⅵ．リースにより使用する固定資産に関する注記
  貸借対照表に計上した固定資産のほか、リースにより使用している重要な固定資産として営業
用車両があります。
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種 類 会社等の名称

議決権等の

所有(被所有)

割合(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取 引 金 額

(百万円 )
科 目

期 末 残 高

(百万円)

 子会社

㈱ ゲ オ
所有

直接100.0

店舗の転貸及び

資金の援助

役員の兼任あり

経営指導料他 3,049 売掛金 338

資金の貸付 46,100

関係会社

短期貸付金
25,500資金の回収 42,895

利息の受取 279

リース料の受取 105

流動資産その

他（リース投

資資産）

110

投資その他の

資産その他

（リース投資

資産）

473

㈱ ゲ オ ス ト ア
所有

間接100.0

店舗の転貸及び

資金の援助

経営指導料他 5,668 売掛金 652

店舗家賃 12,596

流動資産そ

の他（未収

収益）

2,079

資金の借入 9,800

関係会社

短期借入金
3,000資金の返済 15,200

利息の支払 54

㈱セカンドストリート
所有

間接100.0

店舗の転貸及び

資金の援助

経営指導料他 6,289 売掛金 838

店舗家賃 15,389

流動資産そ

の他（未収

収益）

2,688

資金の借入 10,500

関係会社

短期借入金
2,300資金の返済 12,200

利息の支払 35

㈱ O K U R A
所有

間接100.0

資金の援助

役員の兼任あり

資金の貸付 9,544
関係会社

長期貸付金

（注）2

26,228資金の回収 11,358

利息の受取 269

㈱ワールドモバイル
所有

間接100.0

資金の援助

役員の兼任あり

資金の貸付 1,850

関係会社

短期貸付金
1,050資金の回収 2,000

利息の受取 8

㈱ v i v i O N
所有

直接100.0
資金の援助

資金の貸付 2,300

関係会社

短期貸付金
2,300資金の回収 2,300

利息の受取 27

Ⅶ．関連当事者との取引に関する注記
子会社等
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種 類 会社等の名称

議決権等の

所有(被所有)

割合(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取 引 金 額

(百万円 )
科 目

期 末 残 高

(百万円)

 子会社

2nd STREET USA, Inc.
所有

直接100.0

増資の引受及び

資金の援助

役員の兼任あり

増資の引受

（注）3
3,552

関係会社

株式
2,335

資金の貸付 4,680
関係会社

長期貸付金

（注）4

2,981資金の回収 3,473

利息の受取 322

2nd STREET TAIWAN Co.,Ltd.
所有

直接100.0

資金の援助

役員の兼任あり

資金の貸付 4,050 関係会社

短期貸付金
3,506

資金の回収 2,475

利息の受取 72
関係会社

長期貸付金
545

1． １株当たり純資産額 673円68銭
2． １株当たり当期純利益 311円06銭

（注）1．取引条件及び取引条件の決定方針等
　経営指導料については、業務の内容を勘案し、決定しております。
　店舗の転貸における家賃については、原契約と同条件により転貸しております。
　資金の貸付については、貸付利率は当社の調達金利を勘案し、決定しております。
　資金の借入については、借入利率は当社の調達金利を勘案し、決定しております。
　リース資産の転貸については、原契約と同条件により転貸しております。

2．関係会社長期貸付金に対し、3,762百万円の貸倒引当金を計上しております。また、当
事業年度において1,163百万円の貸倒引当金繰入額を計上しております。

3．増資の引受については、デット・エクイティ・スワップ方式による貸付金の現物出資で
あります。なお、当該貸付金には、貸倒引当金1,217百万円を計上しており、帳簿価額
2,335百万円をもって株式を取得しております。

4．関係会社長期貸付金に対し、682百万円の貸倒引当金を計上しております。

Ⅷ．収益認識に関する注記
収益を理解するための基礎となる情報
「Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記　4．収益及び費用の計上基準」に記載のと
おりであります。

Ⅸ．１株当たり情報に関する注記

Ⅹ．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

XI．企業結合に関する注記
連結注記表「Ⅺ.企業結合に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略し

ております。

XII．連結配当規制適用会社に関する注記
当社は、連結配当規制適用会社であります。

XIII．その他の注記
記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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